
4-42 4-43



4-44 4-45



4-46 4-47



4-48 4-49



4-50 4-51



 ２. 一   般   職

  （１） 総    括

        （単位  千円）

（ 678 ）

745 1,202,397 2,690,839 3,229,883 7,123,119 1,300,847 8,423,966

（ 682 ）

735 1,202,397 2,775,532 3,302,428 7,280,357 1,336,126 8,616,483

（ △ 4 ）

10 0 △ 84,693 △ 72,545 △ 157,238 △ 35,279 △ 192,517

70,614 429,621 110,608 88,634 44,302 297,611

70,614 442,924 110,608 88,634 44,302 302,276

0 △ 13,303 0 0 0 △ 4,665

41,061 8,600 0 93,594 8,614 1,461,445

41,061 8,600 0 96,010 8,689 1,513,531

0 0 △ 2,416 △ 75 △ 52,086

2,688 44,155 0 387 527,949

2,688 44,155 0 387 527,949

0 0 0 0

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

単身赴任

手    当

退職手当

初 任 給

調整手当

児童手当

補 正 後

比  較

区  分

給               与               費

扶養手当 地域手当

職員数

（人）

区  分

補 正 前

共 済 費 合    計

比    較

職員手当等 計

補 正 後

補 正 前

報      酬 給      料

区    分

時 間 外

勤務手当

住居手当 通勤手当

特殊勤務

手    当

補 正 前

職員手当等

の  内  訳

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分

比  較

特別勤務

休日勤務

手    当

夜間勤務

手    当

教員特別

手    当

補 正 後

期末及び

勤勉手当手    当 手    当 手    当

宿 日 直 管 理 職 管理職員
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

        （単位  千円）

（ 20 ）

745 2,690,839 2,972,912 5,663,751 1,069,285 6,733,036

（ 24 ）

735 2,775,532 3,045,457 5,820,989 1,104,564 6,925,553

（ △ 4 ）

10 △ 84,693 △ 72,545 △ 157,238 △ 35,279 △ 192,517

70,614 429,621 110,608 88,634 44,302 297,611

70,614 442,924 110,608 88,634 44,302 302,276

0 △ 13,303 0 0 0 △ 4,665

41,061 8,600 93,594 8,614 1,204,474

41,061 8,600 96,010 8,689 1,256,560

0 0 △ 2,416 △ 75 △ 52,086

2,688 44,155 387 527,949

2,688 44,155 387 527,949

0 0 0 0

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

補 正 前

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当

補 正 後

補 正 前

区  分

退職手当

手    当 手    当 調整手当

勤勉手当

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計
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  イ　会計年度任用職員

        （単位  千円）

（ 658 )

1,202,397 256,971 1,459,368 231,562 1,690,930

（ 658 )

1,202,397 256,971 1,459,368 231,562 1,690,930

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

256,971

256,971

0 0 0 0 0

0 0 0 0

注：（　）内数字は外書で短時間勤務職員数

補 正 前

補 正 後

補 正 前

比  較

区  分 児童手当

補 正 後

補 正 前

区  分

退職手当

手    当 手    当 調整手当

勤勉手当

の  内  訳

比  較

単身赴任 教員特別 初 任 給

特別勤務

手    当 手    当 手    当 手    当 手    当

勤務手当

補 正 後

比  較

職員手当等 休日勤務 夜間勤務 宿 日 直 管 理 職 管理職員 期末及び

区  分 扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当

手    当

（人）

補 正 後

補 正 前

比    較

特殊勤務 時 間 外

給               与               費

区    分 職員数 共 済 費 合    計

報      酬 給      料 職員手当等 計
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一般職 （単位：千円）

款 項 目 追加 減額

０３　民生費 ０２　老人福祉費 ０１　老人福祉総務費 △ 9,068

０３　児童福祉費 ０２　保育所費 △ 47,065

０４　衛生費 ０１　保健衛生費 ０１　保健衛生総務費 △ 17,753

０６　霊園費 △ 5,370

０７　商工費 ０７　商工費 ０１　商工総務費 △ 4,072

０８　土木費 ０１　土木管理費 ０１　土木総務費 △ 5,974

０４　都市計画費 ０１　都市計画総務費 △ 21,526

１０　教育費 ０２　小学校費 ０１　学校管理費 △ 19,760

０５　幼稚園費 ０１　園管理費 △ 61,929

△ 192,517

差引 △ 192,517

合　　　　　　計

第４号議案説明資料

令和２年度芦屋市一般会計補正予算（第１１号）に係る職員給与費等の増減内訳
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　        令和２年度芦屋市一般会計補正予算（第１１号）の繰越明許費の内容 　　　　

現計予算額
(３月補正後)

障害者自立支援給付審査支払等システム改修事業 1,155 1,155

感染拡大防止対策事業（保育所等，延長保育事業
等）

23,850 23,850
負担金，補助及び交付
金・需用費・備品購入費

認定こども園施設整備補助事業（朝日ケ丘） 154,000 154,000 負担金，補助及び交付金

火葬予約システム改修事業 2,404 2,404

霊園敷地内道路整備事業 65,175 65,175

ＪＲ芦屋駅南自転車駐車場撤去工事 4,800 4,800

無電柱化関連事業 3,324 3,324 工事請負費

橋梁長寿命化対策事業 130,849 130,849 委託料・工事請負費

自転車走行環境整備事業 9,500 9,500

ペデストリアンデッキ修繕事業 14,176 14,176

公園施設バリアフリー化事業 30,030 30,030

ＪＲ芦屋駅改良等事業（債務負担行為分） 1,200,641 1,200,641
委託料・負担金，補助及
び交付金・補償，補填及
び賠償金

地区防災計画策定支援事業 1,400 1,400 委託料

防災情報マップ作成事業 1,096 1,096 委託料

水面監視カメラ移設工事 8,000 8,000 工事請負費

感染拡大防止対策事業（市立幼稚園） 2,500 2,500 需用費

感染拡大防止対策事業（市立幼稚園一時預かり事
業）

1,500 1,500 需用費

事 　 　業 　 　名 繰越明許費 主な内容

委託料

委託料

委託料・工事請負費

工事請負費

（単位 千円）

工事請負費

工事請負費

工事請負費
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現計予算額
(３月補正後)

事 　 　業 　 　名 繰越明許費 主な内容

（単位 千円）

感染拡大防止対策事業（放課後児童健全育成事業） 7,900 7,900 需用費・備品購入費

放課後児童健全育成事業（ＩＣＴ化推進事業） 3,006 3,006 需用費・備品購入費

感染拡大防止対策事業（市民センター） 1,320 1,320 需用費・備品購入費

感染拡大防止対策事業（市立小中学校） 16,000 16,000 需用費・備品購入費

合　　　　計 1,682,626 1,682,626
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令和２年度一般会計補正予算（第11号）について

歳入歳出予算
当初予算額： 46,910,000千円

現計予算額： 58,835,813千円 （＋11,925,813千円）

補 正 額： ▲ 4,177,585千円

補正後予算額： 54,658,228千円 （＋ 7,748,228千円）

※ （ ）内は当初予算額からの増減額
（補正額の内訳）

① 感染症対策に係る事業費の増額 ＋ 787,315千円 （＋ 755,053千円）

② 事業費の不足等に伴う増額 ＋ 50,841千円 （＋ 20,883千円）

③ 事業費の不用等に伴う減額 ▲ 2,055,502千円 （▲ 1,952,869千円）

④ 前年度予算との重複額の減額 ▲ 3,812,000千円 （▲ 3,277,663千円）

⑤ 職員給与費等の減額 ▲ 192,517千円 （▲ 192,517千円）

⑥～⑧ 基金への積立て ＋ 824,278千円 （＋ 824,278千円）

⑨ 税外収入償還金の増額 ＋ 220,000千円 （＋ 220,000千円）

⑩～⑫ 財源更正(地方創生臨時交付金等) ＋ 0千円 （▲ 765,481千円）

補 正 額：▲ 4,177,585千円 （▲ 4,368,316千円）

※ （ ）内は市負担額
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【別紙】…前頁①～⑫に係る歳出予算の補正内容
（単位：千円）

国・県 地方債等 一般財源

衛生費‐保健衛生費‐市立病院整備費

市立芦屋病院事業助成費

土木費‐都市計画費‐公共下水道費

公共下水道事業助成費(減免分)

民生費‐児童福祉費‐保育所費

感染拡大防止対策事業
（保育所等，延長保育事業等）

教育費‐保健体育費‐保健体育総務費

感染拡大防止対策事業（市立小・中学校）

教育費‐社会教育費‐青少年対策費

感染拡大防止対策事業
（放課後児童健全育成事業）

教育費‐幼稚園費‐園管理費

感染拡大防止対策事業
（市立幼稚園，一時預かり事業）

教育費‐社会教育費‐青少年対策費

放課後児童健全育成事業におけるＩＣＴ化
推進事業

教育費‐社会教育費‐市民会館費

感染拡大防止対策事業（市民センター）

（注） 「財源内訳」欄の「地方債等」は，地方債，寄附金及び特定目的基金を財源とするもの。

①

＋1,002

事　業　名 事 業 概 要 補正額
財源内訳

認可保育所，認定こども園等及び同施設で実施している延長保育事業，
一時預かり事業及び病児保育事業に対して，感染症拡大防止のための
マスク，消毒液等の衛生用品及び備品を追加的に配備（民間施設へは
購入費を補助）するもの。

＋23,850 ＋14,082 ＋9,768

＋156,295

新型コロナウイルス感染拡大の影響により経営状況が悪化している
芦屋病院に対して，コロナ禍における病院事業の公共性や市の責任を
踏まえ，必要な資金手当てを講じるもの。
併せて，一般会計で受領した寄附金(1,060千円)を繰り出すもの。

市立幼稚園及び同園で実施している一時預かり事業に対して，感染症
拡大防止のための消毒液等の衛生用品を追加的に配備するもの。

市民センター（ルナ・ホール）に対して，感染症拡大防止のための
消毒液等の衛生用品や発熱者検知用の赤外線カメラ(4台)，空気清浄機
(12台)を配備するもの。

市立小・中学校に対して，感染症拡大防止のためのマスク，消毒液等の
衛生用品及び備品を追加的に配備するもの。

放課後児童健全育成事業に対して，感染症拡大防止のためのマスク，
消毒液等の衛生用品及び備品を追加的に配備するもの。

＋7,900 ＋5,266

＋16,000 ＋8,000 ＋8,000

＋574,944 ＋940 ＋574,004

新型コロナウイルス感染拡大の影響を受ける事業者や市民への支援策
として令和2年5月から半年間実施した下水道使用料（基本料金）の減免
措置について，事業の公共性や市の責任及び下水道事業の経営状況を
踏まえ，下水道事業会計に対し，減免による減収額を補助するもの。

＋156,295

放課後児童健全育成事業における業務のＩＣＴ化（ペーパーレス化，
職員・児童の入退出管理，会議等のオンライン化）を推進するととも
に，県が実施するオンライン研修を受講できるよう，タブレット端末
(18台)等の機器を購入するもの。

＋1,320 ＋660 ＋660

＋3,006 ＋2,004

＋2,634

＋4,000 ＋2,250 ＋1,750
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（単位：千円）

国・県 地方債等 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

総務費‐戸籍住民基本台帳費‐戸籍住民基本台帳費

マイナンバーカード事務費の増額

土木費‐都市計画費‐公共下水道費

公共下水道事業助成費の増額
（退職手当分）

消防費‐消防費‐災害対策費

急傾斜地崩壊防止工事負担金の増額

民生費‐社会福祉費‐障害者福祉費

障害者自立支援給付審査支払等システム
改修費の増額

衛生費‐上水道費‐上水道事業助成費

上水道事業助成費の増額

教育費‐社会教育費‐青少年対策費

放課後児童健全育成事業所運営費補助金
の増額

教育費‐教育総務費‐教育指導研究費

小学校図書館整備事業費の増額

民生費‐児童福祉費‐児童福祉対策費

認定こども園誘致費の増額

土木費‐都市計画費‐都市再開発費

都市再開発事業特別会計への繰出金の減額

土木費‐都市計画費‐都市再開発費

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に
要する経費の減額

②

③

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に係る事業費(用地取得費，補償費
等)について，不用額を減額するもの。

＋4,949

ＪＲ芦屋駅南地区市街地再開発事業に係る一般会計から特別会計への
繰出金を減額するもの。

▲1,005,885

市が地方公共団体情報システム機構（Ｊ-ＬＩＳ）に委任している
マイナンバーカード関連事務に係る交付金について，機構から所要額が
示されたため，不足額を追加するもの。

＋23,940 ＋23,940

＋271

県が実施する急傾斜地崩壊防止事業について，奥池町工区内の施工順序
等が変更されたことに伴い事業費が増加したため，市の負担分を増額
するもの。

＋578

水道事業会計における退職手当に対する一般会計負担分に不足が
生じたため，不足額を追加するもの。

＋864

下水道事業会計における退職手当に対する一般会計負担分に不足が
生じたため，不足額を追加するもの。

＋15,793

＋8,000

令和3年度障がい福祉サービス等報酬改定について，令和2年12月に
厚労省から基本的な方向性が示されたことから，必要となるシステム
改修経費を増額するもの。

＋1,155 ＋577

＋492

＋15,793

＋247

▲ 4,870

＋864

＋271

▲1,005,885

＋8,000

▲ 443,868 ▲ 30,089 ▲ 324,900 ▲ 88,879

ふるさと寄附を活用して実施している小学校図書館整備事業について，
寄附額が当初の目標額(320万円)を上回ったため，就学前児童用の図書
購入費として活用するもの。

市立朝日ケ丘幼稚園敷地で開園予定の認定こども園に対する誘致費
(建設費助成)について，国庫補助割合の引上げ(1/2→2/3)等に伴う
事業費の増額及び財源更正を行うもの。

＋79

放課後児童健全育成事業補助金について，新規の民間事業者(1事業所)
からの申請が見込まれるため，所要額を確保するもの。

＋739
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（単位：千円）

国・県 地方債等 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

商工費‐商工費‐商工振興費

芦屋市事業者支援緊急融資事業費の減額

民生費‐社会福祉費‐社会福祉総務費

特別定額給付金給付事業に要する経費の
減額

公債費‐公債費‐利子

起債償還利子の減額

土木費‐都市計画費‐都市計画総務費

屋外広告物補助金の減額

民生費‐社会福祉費‐後期高齢者医療費

後期高齢者医療に係る療養給付費負担金
の減額

総務費‐総務管理費‐一般管理費

市制施行80周年記念事業関連経費の減額

教育費‐中学校費‐教育振興費

中学生海外派遣事業費の減額

土木費‐都市計画費‐都市計画総務費

狭隘道路拡幅整備事業費の減額

土木費‐都市計画費‐都市計画総務費

耐震改修促進事業費の減額

教育費‐保健体育費‐体育事業費

オリンピック・パラリンピック関連事業
経費の減額

土木費‐都市計画費‐街路事業費

山手幹線芦屋川横断工区工事償還負担金
の減額

③ 新型コロナウイルス感染拡大の影響により，開催を予定していた市制
施行80周年記念事業が令和3年度に延期されたことから，不用額を減額
するもの。

▲ 6,799 ▲ 6,799

令和元年度の地方債発行額が見込みを下回ったことに伴い，必要となる
令和2年度の利子償還額が減少したため，不用額を減額するもの。

▲ 40,000

県に支払う山手幹線芦屋川横断工区工事償還負担金について，県による
県債の借換えにより，令和2年度の市の負担額が減額されたため，
不用額を減額するもの。

▲ 1,531 ▲ 1,531

▲ 3,021

＋2,235

新型コロナウイルス感染拡大の影響により，実施を予定していた中学生
海外派遣事業(モンテベロ市)が中止されたことから，不用額を減額する
もの。

住宅耐震化促進事業及び簡易耐震診断推進事業について，令和2年度に
おける申請件数が当初の想定を下回ったため，不用額を減額するととも
に，国庫補助金の過年度分の精算に伴う財源更正を行うもの。

▲ 4,164 ▲ 6,399

狭隘道路拡幅整備事業について，令和2年度には申請がなかったため，
不用額を減額するもの。

▲ 5,521 ▲ 2,500

新型コロナウイルス感染拡大の影響により，開催を予定していたオリン
ピック・パラリンピック関連事業が令和3年7月に延期されたことから，
不用額を減額するもの。

▲ 3,911 ▲ 3,911

▲ 5,638 ▲ 600

後期高齢者医療広域連合に支払う療養給付費負担金について，
令和元年度分の精算による追加負担が生じなかったため，過年度精算分
として計上していた不用額を減額するもの。

中小法人及び個人事業主が金融機関等からの融資を受けるまでの資金
繰り対策として実施した無利子・無担保の緊急融資（50万円・1年間
据え置き)について，事業の完了により事業費が確定したため，不用額
を減額するもの。

▲ 441,000

新型コロナウイルス感染拡大の影響を踏まえ，屋外広告物改修等補助金
の対象期間を1年間延長(R3.6.30→R4.6.30)したことに伴い，令和2年度
の交付見込額が減少したため，不用額を減額するもの。

▲ 23,540 ▲ 23,540

▲ 40,000

▲ 10,000

特別定額給付金給付事業について，事業の完了により事業費及び事務費
が確定したため，不用額を減額するもの。

▲ 63,645 ▲ 63,645

▲ 5,038

▲ 10,000

▲ 441,000
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（単位：千円）

国・県 地方債等 一般財源
事　業　名 事 業 概 要 補正額

財源内訳

教育費-中学校費-学校建設費

山手中学校施設整備事業費及び
精道中学校施設整備事業費の減額

土木費-道路橋梁費-道路橋梁新設改良費

橋梁の新設改良費の減額

⑤ 職員給与費等の減額
令和2年1月1日時点の現況で積算した職員給与費等について，年度内の
所要見込額を確保した上で，不用額を減額するもの。

▲ 192,517 ▲ 192,517

総務費-総務管理費-一般管理費

財政基金への積立て

総務費-総務管理費-一般管理費

減債基金への積立て

⑧ その他の基金への積立て
令和元年度分の寄附金(未積立分4,040千円)，令和2年度分の開発指導
関連事業寄附金(151,470千円)，寄附金(59,806千円)，森林環境譲与税
(7,870千円)，運用利子(1,138千円)を積み立てるもの。

＋224,324 ＋60,944 ＋163,380

総務費-総務管理費-一般管理費

税外収入償還金の増額

⑩
新型コロナウイルス感染症対応地方創生
臨時交付金に係る財源更正

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(市単独事業分)に
ついて，市が実施した対象事業に充当するもの。

＋0 ＋670,259 ▲ 670,259

⑪ ひょうご地域創生交付金に係る財源更正
ひょうご地域創生交付金について，市が実施した対象事業に充当する
もの。

＋0 ＋41,911 ▲ 9,356 ▲ 32,555

⑫ その他の財源更正 歳入予算の変動に伴い，財源内訳を変更するもの。 ＋0 ＋53,311 ▲ 56,286 ＋2,975

合　計 ▲4,177,585 ＋190,731 ▲3,027,775 ▲1,340,541

⑨
国庫支出金等について，令和元年度分の精算による国等への要償還額
が見込みを上回ったため，過年度償還分として計上していた予算の
不足額を追加するもの。

＋220,000 ＋220,000

令和元年度分の歳計剰余金(393,791千円)，寄附金(未積立分41千円)，
令和2年度分の運用利子(5,251千円)及び寄附金(340千円)を積み立てる
もの。

⑥ ＋399,423 ＋5,591 ＋393,832

⑦
令和元年度分の歳計剰余金(200,000千円)及び令和2年度分の運用利子
(531千円)を積み立てるもの。

＋200,531 ＋531 ＋200,000

④
令和2年度当初予算に計上している汐凪橋・親王塚橋に係る修繕設計費
について，令和元年度補正予算(第6号)により令和元年度に前倒し実施
したため，令和2年度予算における重複額を減額するもの。

▲ 12,000 ▲ 6,600 ▲ 4,800 ▲ 600

令和2年度当初予算に計上している山手中学校・精道中学校に係る施設
整備事業費について，令和元年度補正予算(第6号)により令和元年度に
前倒し実施したため，令和2年度予算における重複額を減額するもの。

▲3,800,000 ▲527,737 ▲2,697,400 ▲574,863
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地方創生臨時交付金の配分上限額と同交付金の対象事業　※令和３年２月１日時点

■ 地方創生臨時交付金の配分上限額 （単位：千円）

179,678

513,241
未定

692,919

■

事　業 市費 決算見込額 充当額

休業要請事業者経営継続支援事業（県・市協調分） 40,166 40,166 21,210

　　　　　　　同　　　　　　　（市独自上乗せ分） 31,500 26,250 13,860

介護サービス事業者事業継続支援金 21,600 10,200 ふるさと寄附を充当

障がい福祉サービス事業所等事業継続支援事業（障がい者） 7,200 3,600 〃

障がい福祉サービス事業所事業継続支援事業（障がい児） 4,800 2,400 〃

濃厚接触者等に対する介護サービス提供継続支援事業 5,040 459 〃

濃厚接触者等に対する障がいサービス提供継続支援事業 1,260 210 〃

布マスク作製経費助成事業 600 400 210

PCR検査等拡充事業 12,432 4,753 2,510

感染拡大防止対策事業（救急隊員） 11,279 11,279 5,950

　　　　同　　　　　（福祉活動者） 4,389 3,082 1,620

　　　　同　　　　　（小学校） 1,600 1,600 840

　　　　同　　　　　（中学校） 600 600 310

新型コロナウイルス対策臨時見舞金事業 36,960 36,960 19,520

家庭でのオンライン学習等支援事業 2,549 2,549 1,340

小 計 181,975 144,508 67,370

GIGAスクール構想関連事業 ※ 端末整備分 93,575 92,257 48,730

小 計 93,575 92,257 48,730

個人事業主事業所賃料支援事業 49,100 42,900 22,660

小 計 49,100 42,900 22,660

休業要請事業者経営継続支援事業（県・市協調分）※ 対象範囲拡大分 10,120 10,120 5,340

小 計 10,120 10,120 5,340

家計急変世帯への支援事業（新型コロナウイルス対策臨時見舞金） 7,440 7,440 3,930

　　　　　同　　　　　　（芦屋市奨学金） 2,844 168 80

　　　　　同　　　　　　（小学校・就学援助費） 2,644 200 100

　　　　　同　　　　　　（中学校・就学援助費） 2,350 130 60

小 計 15,278 7,938 4,170

キャッシュレス決済ポイント事業 101,220 101,220 53,460

妊婦臨時特別給付金事業 17,029 10,232 5,400

集団健(検)診等WEB予約システム導入事業 4,925 4,925 2,600

乳幼児健康診査等WEB予約システム導入事業 1,650 1,650 870

タブレット端末整備事業 1,000 871 460

感染拡大防止対策事業（市庁舎等） 5,000 5,000 2,640

小 計 130,824 123,898 65,430

GIGAスクール構想関連事業 ※ ネットワーク再構築等分 163,605 153,189 80,910

学校再開に伴う学習保障支援事業（市立小・中学校） 10,124 9,926 5,240

休業要請事業者経営継続支援事業（県・市協調分）※ 対象期間拡大分 13,931 13,264 7,000

小 計 187,660 176,379 93,150

修学旅行支援事業（市立小・中学校） 3,388 468 240

小 計 3,388 468 240

市立芦屋病院事業助成費 573,884 573,884 303,279

公共下水道事業助成費（減免分） 156,295 156,295 82,550

小 計 730,179 730,179 385,829

1,402,099 1,328,647 692,919
※ 表左側の○数字は補正の号数

地方創生臨時交付金（第１次配分）※ 市単独事業分

　　　　同　　　　（第２次配分）※ 市単独事業分

　　　　同　　　　（第３次配分）※ 補助事業分

合 計

同交付金の対象事業（市単独事業）

⑤

予
備
費

⑦

合 計

⑪

①

⑥

②

③

④

4-64



■ 同交付金の対象事業（補助事業） （単位：千円）

国・県費 市費

15,750 5,250

1,875 625

17,625 5,875

7,250 7,250

6,677 665

1,000 1,000

14,927 8,915

3,150 3,151

11,750 11,750

27,000 9,000

1,536 512

43,436 24,413

123,400 47,469

123,400 47,469

14,082 9,768

8,000 8,000

5,266 2,634

2,250 1,750

660 660

2,004 1,002

32,262 23,814

231,650 110,486
※ 表左側の○数字は補正の号数

合 計

⑪

スクール・サポート・スタッフ配置事業（市立小・中学校）

学校再開に伴う感染拡大防止対策事業（市立小・中学校）

生活困窮者自立相談支援事業

　　　　同　　　　　（市立幼稚園，一時預かり事業）

　　　　同　　　　　（放課後児童健全育成事業）

　　　　同　　　　　（市立小・中学校）

感染拡大防止対策事業（保育所等，延長保育事業等）

小 計

小 計

放課後児童健全育成事業におけるICT化推進事業

　　　　同　　　　　（市民センター）

住居確保給付金事業

住居確保給付金事業

新型コロナウイルスワクチン接種事業

感染拡大防止対策事業（地域生活支援事業）

②

④

小 計

学校再開に伴う学習保障支援事業（市立小・中学校）

GIGAスクール構想関連事業 ※ GIGAスクールサポーター配置分

事　業

小 計

小 計

学校再開に伴う学習保障支援事業（市立小・中学校）

⑨
専決

⑥
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国・県費 市費

9,670,600

500,000

60,000

9,670,600 560,000

99,614

3,472

103,086 0

12,508 13,327

525

70,000

12,508 83,852

79,211

17,388

3,390

25,500

9,000

6,000

1,000

141,489 0

580

8,822

9,402 0

49,610

18,278

702

287 287

225

79,992

9,000

8,509

2,447

1,200

58,631 111,906

19,640

19,640 0

23,940

15,793

8,000

577 578

864

492 247

271

25,009 25,753

10,040,365 781,511
※ 表左側の○数字は補正の号数

（対象とならないもの）
・ 市の負担額がない補助事業
・ 貸付金の財源とするもの（＝芦屋市事業者支援緊急融資事業）
・ 休業補償の目的で行うもの（＝新型コロナウイルス感染防止対策指定管理者支援金）
・ 具体の事業ではないもの（＝予備費の増額）
・ 国の令和2年度補正予算に計上された事業ではないもの
　（＝放課後児童クラブ事業（業務委託料），在宅障害者一時的受入体制整備事業）
・ 新型コロナウイルス感染症対策ではないもの
　（＝行政改革推進に要する経費，住民基本台帳システム等改修に要する経費　等）

感染拡大防止対策事業（市立幼稚園，産後ケア事業）

子育て世帯臨時特別給付金支給事業

予備費の増額

芦屋市事業者支援緊急融資事業

聴覚障害者意思疎通支援体制強化事業

在宅障害者一時的受入体制整備事業

医療従事者感染症対策補助金　※市費だが財源は全額寄附金

新型コロナウイルス感染防止対策指定管理者支援金

感染拡大防止対策事業（延長保育事業等，休日応急診療所等）

合理的配慮提供支援助成事業

後期高齢者医療事業特別会計への繰出金

マイナンバーカード事務費

急傾斜地崩壊防止工事負担金

三条町１７街区先法面改修事業

小 計

小 計

小 計

合 計

ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業 ※ 再支給分

⑪

小学校図書館整備事業

放課後児童健全育成事業所運営費補助金

上水道事業助成費

障害者自立支援給付審査支払等システム改修費

急傾斜地崩壊防止工事負担金

公共下水道事業助成費（退職手当分）

マイナンバーカード事務費

小 計

小 計

小 計

小 計

住民基本台帳システム及び戸籍システム改修に要する経費

感染拡大防止対策事業（児童発達支援事業）

　　　　同　　　　　（母子保健事業）

　　　　同　　　　　（市立幼稚園，一時預かり事業）

　　　　同　　　　　（放課後児童健全育成事業）

感染拡大防止対策事業（保育所等）

家庭でのオンライン学習支援事業（市立小・中学校）

学習指導員配置事業（市立小・中学校）

ひとり親世帯臨時特別給付金支給事業

予備費の増額

行政改革推進に要する経費

放課後児童クラブ事業（業務委託料）

事　業

（参考）　同交付金の対象とはならない事業

小 計

特別定額給付金事業

⑥

⑦

予
備
費

②

③

④

①
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